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研究要旨 
わが国でがん検診によるがん死亡率低減を達成するには、欧米の組織型検診に倣い、品質
保証/管理(Quality assurance: QA)の手法による精度管理体制の確立が不可欠である。本研
究班では、がん対策推進基本計画の全体目標（がん死亡率低減）の達成にむけ、対策型検診
の精度管理体制を構築するための研究を実施した。具体的には、QAの骨子である①精度管理
指標の設定、②指標によるモニタリング、③精度管理評価の還元（フィードバック）につい
て、各々課題を設定し検討を進めた。 
①精度管理の設定では、従来の集団検診で用いられてきた検診体制の指標（チェックリス
ト）を改訂し、新たに個別検診用のチェックリストを作成した。新チェックリストは厚労省
検討会で承認され、平成28年度以降の適用が全国に周知された。今後はこれにより、住民検
診全体の検診体制が初めて把握、評価される。またもう一方の指標であるプロセス指標につ
いて、都道府県別のトレンドを分析し、許容値の上方修正が妥当と結論付けた。今後の許容
値改訂により、全国の検診の水準がさらに上がることが期待される。 
②モニタリングでは、全国市区町村及び都道府県の精度管理の実態を把握した。とくに市
区町村のモニタリングは、本研究班の前身研究班を含め７回実施しているが、今回初めて回
収率が90％を超えた。これはチェックリストの重要性について、周知が進んでいることを示
す。 
③フィードバックでは、がん対策型基本計画に従って都道府県（生活習慣病検診等管理指
導協議会）主導による自治体・検診機関へのフィードバックの仕組みを構築し、それに必要
な文書一式等のツールを作成した。今後は個別検診の精度管理に必要な、医師会との連携を
鍵とする新たな仕組みについて検討を進める。 
そのほか、広い意味で対策型検診に含まれる職域がん検診について、全国健康保険協会を
対象に、正確な受診率把握や精度管理の基盤構築のための検討を開始した。 
 



 
Ａ．研究目的 
わが国のがん対策は、がん対策基本法
（2007年施行）、がん対策推進基本計画
（2009年～）に沿って行われている。現在
は第2期がん対策推進基本計画（2012年～）
に従って、がんによる死亡率20％減少の達
成に向け、有効性のあるがん検診の実施、
全市町村での精度管理の実施、受診率向上
が求められている。 
本研究班はこのうち主に精度管理にフォ
ーカスした研究を行っている。既に欧米で
は十分な精度管理体制の下での検診（組織
型検診）が行われており、英国など多くの
国で乳・子宮がんの死亡率が減少している。
一方、わが国では近年まで検診精度管理の
手法自体が確立されておらず、質の低い検
診が行われていた。今後日本でがん死亡率
減少を達成するには、欧米の組織型検診の
ような精度管理体制が不可欠である。 
組織型検診の精度管理手法は品質保証/
管理(Quality assurance: QA)であり、その
骨子は、①精度管理指標・評価手法の設定、
②指標によるモニタリング、③精度管理評
価のフィードバックを繰り返し、徐々に全
体の水準を上げていくことである。 
本研究班は、上記①～③の各段階、及び
受診率対策において課題設定と検討を行い、
最終的にわが国の対策型検診（職域検診も
含む）の精度管理体制構築を目的としてい
る。 
 
 
Ｂ．各研究課題の背景・方法 
（以下、研究課題別に記述する） 
 
1-1.がん検診の精度管理指標の開発 
 
1）健康増進事業全体（集団検診+個別検診）
の検診体制指標（チェックリスト）作成 
健康増進事業としての住民検診には、集
団検診と個別検診の2種類の検診方式があ
る。このうち集団検診の体制指標について
は、既に本研究班の前身班が作成し、厚労
省から「事業評価のためのチェックリスト
（以下、CL）」として公表された。このCL
では最低限の検診体制が5がん（胃がん、大
腸がん、肺がん、乳がん、子宮頸がん）に

ついて示され、都道府県版、市町村版、検
診機関版の3種類がある。自治体におけるCL
実施率のモニタリングにより、全国の集団
検診の体制が初めて把握可能となり、現在
はがん対策推進基本計画個別目標（全市町
村で精度管理の実施）の進捗指標として利
用されている（平成22年、同計画中間報告
書）。 
しかしながら、このCLは平成20年以降の
がん検診指針や各学会規約の変更を反映し
ていないこと、個別検診の体制指標として
利用できないことが課題であり、今回これ
らの点を踏まえて新CLを作成した。特に個
別検診は集団検診より格段に精度管理水準
が劣る上に、その実施割合は増加し続けて
おり、早急に体制指標による管理が必要で
ある。 
作成方法としては、先行調査（ヒアリン
グ調査等）で抽出した個別検診に必要の要
件を基に新CL案を作成し、パイロット調査
（対象は4県2市内の102市区町村及び最大
約700医療機関）により適切性評価を行った。
その後8名のがん検診専門家により、地域医
師会と医療機関の役割分担等を議論し、最
終的にCL項目を決定した。 
なお今回は、市区町村版、検診機関版の
み作成し、都道府県版は今後の状況変化（が
ん登録等）を踏まえて来年度以降に作成す
ることとした。 
 
2）プロセス指標の基準値の改訂 
プロセス指標※は精度管理のもう一方の
指標であり、前身班が都道府県別のベンチ
マーキングにより基準値（許容値、目標値）
を設定した。この基準値は厚労省検討会を
経て平成20年に公表され、全国で用いられ
ている。 
この基準値の目的はボトムアップ（水準
の低い県の底上げ）であり、平成20年当時
より、その後の検診水準に応じて見直すこ
とが決定されていた。そこで今回、都道府
県別のプロセス指標値の推移を5がん別に
検証し、基準値改訂の是非を検討した。同
時に、基準値設定の年齢上限（現行は74歳
上限）を69歳（がん対策推進基本計画、受
診率算定の年齢上限）に引き下げるかどう
かも検討した。 



 
※要精検率、精検受診率、精検未受診率、精検結果
未把握率、発見率、陽性反応適中度 

 
1-2.全国のがん検診精度管理状況の把握 
がん対策推進基本計画では、全市町村で
の精度管理の実施（個別目標）、及び都道
府県主導による精度管理（取り組むべき施
策）が掲げられている。この進捗を測るた
めには、市区町村や都道府県を対象とした
精度管理の実態把握が必要である。 
そこで国立がん研究センターがん対策情
報センターと連携して下記の調査を実施し、
調査票の作成、結果の分析・評価を担当し
た。 
 
1）市区町村の精度管理状況 
全国約1700市区町村を対象に、平成27年
度の検診実施体制（集団/個別検診別）を調
査した。調査票はCLを基に作成し、各項目
の回答基準を明確に記載した（別添1）。 
回答方法は、回答時点で実施した（○）、
回答時点では未実施だが今後確実な実施予
定がある（△）、今後も確実な実施予定が
無い（×）の3択とした。 
 
2）都道府県（生活習慣病検診等管理指導協
議会）の精度管理状況 
全47都道府県を対象に、平成26年度の生
活習慣病検診等管理指導協議会（以下、協
議会）の活動状況、及び都道府県チェック
リストの実施状況を調査した（方法の詳細
は分担研究報告書参照）。 
 
1-3.都道府県主導による精度管理向上体制
の構築 
国立がん研究センターがん対策情報セン
ターと連携して、都道府県の精度管理を支
援した。具体的には、下記のコンテンツを
作成し、同センターに提供した。 
 
1）協議会による精度管理手法の開発 
協議会はがん種ごとにがん部会を設け、
管轄下市区町村や検診機関の精度管理を担
う組織である。具体的には、市区町村と検
診機関の精度管理状況を調査し、その評価
や改善策を関係組織や住民に公開すること
が求められている。しかしそれらの手法は

標準化されておらず、一部の先進的な県（が
ん検診に詳しい専門家がいる都道府県）を
除いて、協議会の活動はほとんど形骸化し
ていた。そこで本研究班の前身班は、協議
会が行うべき精度管理手法（CL・プロセス
指標の分析に基づく手法）を決定し、その
活動に必要なツール（文書雛形等）を作成
し公表した。 
今年度はこのツールのうち、市区町村CL
の回答精度を上げるための検討（適切な調
査時期、各CL項目の対象年度など）を行っ
た。 
 
2）検診精度管理に関する情報提供 
国立がん研究センターがん対策情報セン
ター主催の研修会（都道府県担当者向け、
協議会の医師向けの2種）について、研修会
のコンテンツ作成を実施した。 
また、がん検診関連の研究に必要なデー
タベースを作成し、同センターに提供した。 
 
1-4.職域検診での精度管理体制の基盤構築
に向けた検討 
労働安全衛生法に付加して行われるがん
検診（職域がん検診）については、これま
でがん対策上の位置づけは不明確で、その
実態（受診率、精度管理状況）も全く把握
されていなかった。しかし平成27年12月の
がん対策加速化プランにおいて、今後職域
検診の正確な実態把握や精度管理対策（特
に精検受診率向上）は今後の重要課題とし
て位置づけられ、早急な体制整備が求めら
れている。 
そこで本研究では、職域検診の実施主体
の1つである全国健康保健協会（以下、協会
けんぽ）の各支部において、精度管理に必
要な指標の把握を始め、精度管理の手法の
開発について、可能性を検討する。 
（方法の詳細は分担研究報告参照） 
 
1-5.がん検診の情報提供のあり方（検診の
意義や欠点等）についての検討 
上記の精度管理向上対策と並行して、が
ん検診受診率向上のための対策も重要課題
である。国際的にはInformed decision 
makingによる適切な検診受診の促進が求め
られており、不利益を含めた情報の提供が
必要とされている。しかし日本の住民検診



で、どんな情報が提供されているかの実態
は不明である。そこで本研究班では、現在
個別受診勧奨を行っている市区町村を対象
に、勧奨内容の実態把握を開始した。  
（方法の詳細は分担研究報告書参照） 
 
 
（倫理面での配慮） 
本研究の主な対象は地方公共団体であり、
個人への介入は行わないため、個人への不
利益や危険性は生じ得ない。また研究に協
力する全ての地方公共団体に対し、事前の
同意、承認を得ることを前提とする。官庁
統計等は所定の申請・許可を得て用いる。 
 
 
Ｃ．研究結果         
1-1.がん検診の精度管理指標の開発 
 
1）健康増進事業全体（集団検診+個別検診）
の検診体制指標（チェックリスト）作成 
市区町村版（約50項目）、検診機関版（約
30項目）を各々5がん分作成した。これは厚
労省検討会を経て、がん検診指針（平成28
年2月一部改正）により全国に周知された。 
各CL項目、及び新旧対照は下記のWebサイ
ト参照。 
 
国立がん研究センターがん対策情報センターがん
情報サービス 
「事業評価のためのチェックリスト」および「仕様
書に明記すべき必要最低限の精度管理項目」 
http://ganjoho.jp/med_pro/pre_scr/screening
/check_list.html 

 
CLの主な改訂点を以下に示す。 
①平成20～28年の、種々の制度変更の反映 
・がん予防重点健康教育及びがん検診実
施のための指針改正（平成25年、26年、
28年） 
・検診関連学会の規約、マニュアル改訂
（例：放射線技師や読影医の認定制度、 
撮影技術や機器の進歩等） 
②従前の項目のうち、意図が分かりにくか
った項目の文言修正、解説の補足 
③個別検診体制に関する項目の追加 
 ・検診機関の定義の設定（地域医師会に
よる集合契約であっても、実際に検診
を請け負う個々の医療機関を検診機関

として評価） 
 ・検査の質のバラつきを抑えるため、個々
の検診機関の質を点検する項目を追加
（選定後の仕様書遵守状況の確認、検
診機関への評価のフィードバック） 
・精検受診率（個別検診で特に低い指標）
向上に関する項目の追加 
・地域医師会や自治体と連携してCLを遵
守し、またCL への回答にあたっては、
連携して回答することを追加 
 
 
2）プロセス指標の基準値の改訂 
各プロセス指標値について、平成17（現
行の基準値を算定した年度）～24年（現時
点で把握可能な最新年度）の年次推移を観
察したところ、全てのがん種で、現行の許
容値を下回る県が減っており、精度管理水
準が改善傾向にあることが分かった（別添
2）※。また、上限年齢（69歳vs74歳）の違
いによるプロセス指標値の差は殆ど見られ
なかった。 
 
※ただし子宮頸がんの要精検率、発見率、陽性反
応適中度は例外。要精検率はベセスダ分類導入に
より上昇傾向を示しており、発見率とPPVは進行期
分類の変更により（上皮内がんがカウントされな
くなる）、今後低下が予想される。 

 
今後は以下の方針に従って、平成28年度
中に新しい許容値を算出する。 
 
・許容値は全て上方修正する 
・算出手法は前回と同様とする（都道府県
別のベンチマーキング、上位70％下限値） 
・算定の際の年齢上限は従来通り74歳とす
る（上限が69歳でも差が無いことも示す） 
・子宮頸がんについては暫定的に新しい許
容値を設定する。その後暫く観察を続け、
トレンドが落ち着いた時点で再度許容値
の更新を検討する 
 
1-2.全国のがん検診精度管理状況の把握 
 
1）市区町村の精度管理状況 
市 区 町 村 か ら の 回 収 率 は 91.7 ％
（1592/1737市区町村）であり、平成21年の
調査開始以来最高だった。項目毎の実施率
（集団/個別検診方式別）は別添3に示す。 



 
2）都道府県協議会の精度管理状況 
回答のあった45県中37-39県ががん部会
を開催しており、また、28-30県が部会の検
討結果をホームページで住民に公表してい
た。 
（結果の詳細は分担研究報告書参照） 
 
1-3.都道府県主導による精度管理向上体制
の構築 
 
1）協議会による精度管理手法の開発 
協議会向けに作成したツール（文書雛型）
について、今年度は主に以下3点の変更を行
った。 
 
（変更点1）協議会が行うCL調査の対象年度 
従 来：2年度前の検診体制  
変更後：当該年度の検診体制  
変更理由： 
従来は、その年に把握可能なプロセス指
標値（検診・精検結果）と年度を合わせ
るため、2年度前を調査対象としていた。
しかし回答の正確性に欠ける可能性があ
ることや、自治体から最新データを評
価・公表したいという要望があり、今後
は当該年度を調査対象に設定した。 
 
（変更点2）市区町村に対するCL調査の手法 
 従 来：協議会が独自に調査  
変更後：調査自体は国立がん研究センタ
ーの「がん検診チェックリスト
の使用に関する実態調査」と一
本化した 

 変更理由： 
当該年度を調査対象とした調査は既に国
立がん研究センターが毎年行っており
（当研究班協力）、協議会主体の調査と
の重複を避けるため。 
 
（変更点3）各CL項目の対象年度 
従来：プロセス指標の集計に関する項目
について、以前は集計対象の年度
を指定していなかった 

変更後：その年の担当者が把握可能な最
新年度（2年度前の精検結果）に
ついて、集計の有無を回答する
ことにした 

 
2）検診精度管理に関する情報提供 
今年度は以下の情報提供を実施した。 
 
①全国がん検診従事者研修会 
日時：平成27年5月25日 
参加者：37都道府県、49名 
開発したコンテンツ：検診精度管理全般の
基礎知識を網羅する教育資材、都道府県担
当者の業務を支援するツールなど。 
 
②全国がん検診指導者講習会 
日時：平成28年3月19日 
参加者：36都道府県、69名 
開発したコンテンツ：協議会に求められる
役割に関する教育資材、協議会の活動に使
用するツールなど。 
 
③プロセス指標値のデータベース※。
2008-2011年、都道府県別、男女別、5歳階
級別。 
※がん情報サービスホームページで公開
中
http://ganjoho.jp/reg_stat/statistic
s/dl/index.html 
 
1-4.職域検診での精度管理体制の基盤構築
に向けた検討 
協会けんぽでは、一般健診については結
果の把握や要精検者への受診勧奨、精検受
診の有無の把握が比較的行われていたが、
がん検診に関しては結果の把握は行われて
いるものの、要精検者への受診勧奨や、プ
ロセス指標の把握は殆ど行われていなかっ
た。 
今後協会けんぽにおけるプロセス指標把
握の可能性を検討したところ、受診者数
（率）、要精検率は委託医療機関から各支
部に報告される健診データにより把握可能
であり、精検受診率、がん発見率、陽性反
適中度については加入者のレセプトデータ
の分析により把握可能であることが明らか
となった。 
（結果の詳細は分担研究報告書参照） 
 
1-5.がん検診の情報提供のあり方（検診の
意義や欠点等）についての検討 
調査対象は635自治体であり、うち481自



治体から調査協力が得られた（回収率
75.7％）。市の詳細区分別に調査回収率を
みると、政令指定都市、特別区は100％であ
り、市が85.5％、町が72.5％、村が49.3％
であった。送付された受診勧奨資材は個別
配布されているはがき、パンフレット、リ
ーフレット、問診票、受診票、医療機関リ
ストを始め、広報として利用しているポス
ター、チラシ、広報誌など多くの種類があ
った。 
（結果の詳細は分担研究報告書参照） 
 
 
Ｄ．考察 
最近までわが国のがん検診は自治体での
精度管理の手法を欠いており、検診体制の
実態も不明だった。しかし本研究班の前身
班（H18～20年度）において、がん検診の体
制指標 (CL)やプロセス指標の基準値を初
めて作成し、一連の成果が厚労省がん検診
指針に盛り込まれたことによって、ようや
く日本でも施策としてのがん検診の精度管
理が可能となった。 
本研究は上記の基礎的検討に基づいて、
より実効性の高い精度管理体制の構築につ
いて検討を進めたものである。 
本研究の目的は、対策型検診（職域も含
む）におけるQAの基盤構築であり、研究成
果が国のがん対策（がん対策推進基本計画、
がん対策加速化プラン）に直結する点に意
義がある。 
 
1-1.がん検診の精度管理指標の開発 
1）健康増進事業全体（集団検診+個別検診）
の検診体制指標（チェックリスト）作成 
CLは健康増進事業に基づくがん検診の体
制指標として国が唯一示している指標で、
既に集団検診ではこのCLの普及が進み、実
施率が改善してきている。 
一方個別検診ではこれまでCLが無く、精
度管理の取り組みが遅れていた。個別検診
にCLを適用する上で検討すべき最大の課題
は、自治体と検診機関の契約形態が複雑で
関与する組織が多く、責任の所在や役割分
担が曖昧な点であった。今回これらの課題
について調査・検討を行い、新しいCLには、
CLの直接の対象が医療機関であること、医
療機関と地域医師会等が連携して体制整備

することを明確に示した。今後このCLによ
り個別検診体制の実態が初めて把握でき、
また、地域医師会も含めた組織的な精度管
理体制の構築が期待できる。 
 
2）プロセス指標の基準値の改訂 
平成20年の基準値（特に許容値）設定以
降、一定の成果（精度管理が不良な地域の
底上げ）は見られた。今後さらに許容値を
引き上げることにより、更に精度管理水準
の向上が期待される。将来的には諸外国の
組織型検診並の厳しい基準値を設定するこ
とにより、さらに死亡率減少効果の最大化
が期待できる。 
なお、先行研究ではCL実施率とプロセス
指標値に有意な相関が示されており、今後
両指標を組み合わせた評価法を開発するこ
とで、より実効性の高い精度管理が期待で
きる。 
 
1-2.全国の精度管理状況の把握 
1）市区町村の精度管理状況 
今年度の調査は、個別検診用CL作成のた
めのパイロット調査を兼ねており、例年よ
り大幅に項目数が増えたにも拘わらず、高
い回収率（約92％）が得られた。これはチ
ェックリストの周知が進んできていること
を示す。 
今年度は、まだ試験段階ではあるが、初
めて個別検診のCL実施率を把握した。その
結果、CL全体を通して集団検診より実施率
が低く、体制整備の不備が確認された。特
に「精検未受診者への勧奨」、「適切な検
診機関の選定」、「精検結果の共有」、「検
診機関別のプロセス指標集計」で集団/個別
検診の乖離が大きかった（最大で25ポイン
トの乖離）。今後は地域医師会との連携方
法も含め、体制作りを急ぐ必要がある。 
 
 
2）都道府県（生活習慣病検診等管理指導協
議会）の精度管理状況 
都道府県の役割として定義される、協議
会（がん部会）の開催と、協議会の検討結
果の公表を行う県は年々増加しており、こ
れは全国研修会等により協議会の活動の重
要性が啓発された効果と考えられる。今後
は、協議会の活動が、県内の精度管理水準



向上に寄与したかどうかを検証していく。 
 
1-3.都道府県主導による精度管理向上体制
の構築 
がん対策推進基本計画の「取り組むべき
施策」では、都道府県主導による精度管理、
特に協議会の活用が掲げられているが、そ
の具体的な手法がなく、協議会は一部の県
を除いて殆ど機能していなかった。そこで
前身班では精度管理ツールを作成し、全国
講習会を通じて周知することで協議会の活
性化を図ってきた。 
また、プロセス指標の算出は、膨大かつ
煩雑な作業が必要で（地域保健・健康増進
事業報告の複数の表を合算するなど）、同
事業報告の欠損値の取り扱いが標準化され
ていないなどの問題点があった。そこで、
協議会がより簡便かつ正確にプロセス指標
を把握できるよう、標準化したデータセッ
トを作成・公表した。 
 
1-4.職域検診での精度管理体制の基盤構築
に向けた検討 
職域検診におけるがん検診の様々な課題
が明らかになった。具体的には、保険者に
よって対象者の定義が曖昧なことや、今回
調査対象とした協会けんぽではプロセス指
標（要精検率、精検受診率、がん発見率、
陽性反応適中度）の把握体制が整備されて
いないことが明らかになった。しかし一方
で、レセプト情報の利用と精検受診者等の
定義の明確化によって、将来的にプロセス
指標値の推定が可能であることも示された
ので、引き続き今後検討を進めていく。 
 
1-5.がん検診の情報提供のあり方（検診の
意義や欠点等）についての検討 
平成27年度の「市区町村におけるがん検
診チェックリストの使用に関する実態調
査」において対象者の定義と受診勧奨に課
しては一定の基準を満たしている自治体に
限定したこともあり、比較的調査回収率が
保たれた。今後、評価項目を決定し、その
評価項目に従って、さまざまな受診勧奨資
材を精査し、不利益内容の記載の有無や程
度について集計する。 
 
 

Ｅ．結論 
死亡率減少が実現できるがん検診精度管
理体制の構築のために、QAの各段階につい
て検討課題を設定し検討を進めた。これら
は国のがん対策（特にがん対策加速化プラ
ン）に直結するテーマであり、研究成果を
今後国の支援の下に全国都道府県・市区町
村においてがん検診精度管理に活用するこ
とにより、全国のがん検診の質の向上と標
準化に寄与し、最終目的であるがん死亡率
減少に資することが期待できる。 
 
 
Ｆ．健康危険情報 
  なし 
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